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（添付書類） 

事 業 報 告 

２０２５年４月 １日から 

２０２６年３月３１日まで 

 

１．企業の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

当事業年度の我が国経済は、緩やかに回復しています。先行きについては、雇用・所得環境の改

善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるものの、中東情勢の影響を注視する

必要があります。また、金融資本市場の変動の影響や米国の通商政策をめぐる動向などに引き続き

注意する必要があります。 

 

航空旅客の動向について、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）の公表では、２０２５年の出国日本人数

は過去最高であった２０１９年比で下回りましたが、訪日外客数は過去最高であった前年２０２４

年を上回る４,２６８万人となり、２０２６年１月から３月の累計（速報値含む）でも前年を上回っ

て推移しました。 

羽田空港の国際線旅客数については、２０２４年度比で約７％増加の約２,４５７万人※となりま

した。なお、昨年１１月中旬以降の中国の日本への渡航自粛や中東情勢の緊迫化に伴い、減便・欠

航が生じております。当事業年度の羽田空港の国際線旅客数への影響は軽微でありましたが、引き

続き状況を注視してまいります。 

※国土交通省東京航空局「管内空港の利用概況集計表（月別版）」に基づく 

 

東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業として当社が担う羽田空港の国際

線旅客ターミナルの運営については「安全と安心」を全ての基本として事業を遂行しており、防災・

保安面では、通常時の館内警備に加え、ゴールデンウィークや夏季、年末年始などの多客期におい

ては特別体制を敷いて警備を強化し、お客様の安全確保に努めてまいりました。危機管理対応にお

いては、災害発生現場における迅速な対応、防火・防災意識の向上に向け、国際線旅客ターミナル

地区全体での総合防災訓練や館内従業員の職場に近接する場所での災害発生を想定した自衛消防隊

地区隊訓練等を実施し、不測事態への対応力強化を図っております。航空保安に関しても、危機管

理意識の確認・保安対策の周知徹底を図るべく、国際線ターミナルの全ての従業員を対象とする航

空保安教育を実施しました。また、厳格な保安検査の実施等を目的として、航空会社から空港管理

者（国）に実施主体が移行された保安検査に関しては、その実務的な内容の調整に当社も参画し、

２０２６年４月１日からその業務の一部を国から受託しております。 

加えて、情報セキュリティに関しても、国の重要インフラの情報セキュリティ対策に係る行動計

画において、空港は重要インフラ分野に特定されており、当社においても内閣官房 内閣セキュリテ

ィーセンター主催の全分野一斉演習に参加するなど継続的な強化に取り組んでおります。 

 

旅客サービスに関しては、２０２５年サマーダイヤ（２０２５年３月３０日～）からは、施設の



- 2 - 

 

運用方法の変更により第２ターミナル国際線施設の就航便数が増加したことで、第２ターミナルに

おける国際線と国内線との間の乗継利便の向上のほか、第３ターミナルの混雑緩和を図りました。

第３ターミナルの施設整備では、不足する航空会社向け事務室の整備工事に着手し、航空業界の課題と

される、航空機の運航に不可欠なグランドハンドリング業務等の人手不足等に対して、国際線ター

ミナルを運営する当社としても、労働環境の改善や生産性向上を踏まえた施策により、空港業務の

持続的な発展に貢献できるよう努めております。 

また、当社が管理・運営する羽田空港Ｐ５駐車場では、国土交通省が２０２５年３月に開催した

「第４回 羽田空港の機能・施設等に関する検討会」において示された羽田空港の駐車場混雑対策

に資する取り組み（短時間利用者の利便性確保および長時間利用の抑制）を踏まえた料金の改定を

行いました。加えて、お忘れ物の検索サービス「落とし物クラウド find」の羽田空港旅客ターミナ

ルおよび周辺交通事業者で拾得された落とし物を一括で横断検索できる機能の導入、コインロッカ

ーの収納サイズの大型化・決済手段多様化や手荷物一時預かり所の移設・増強による手荷物収容可

能数の増強のほか、第２ターミナル国際線における、エスコートサービスの開始や制限区域でのブ

レーキ付き手荷物カートの新規設置など、利用者利便の向上を図りました。 

 

営業面に関しては、ブランドブティック店舗「HERMES」や「CHANEL」において、取り扱い商品の

拡充と更なる売上増進を目指した拡張・改装リニューアルを行い、また、総合免税売店においても、

化粧品等の取扱いブランド・商品の改廃・再配置を順次行っております。加えて、免税品の事前予

約について、専用の受け渡しカウンター「TIAT PRE ORDER PICK UP」を新たに設置することで、よ

りスムーズに商品をお受け取りいただけるようにするなど、旅客の多様なニーズに対応してまいり

ました。この他、国籍や信仰など背景の異なるお客様にも安心してご利用いただける環境づくりの

一環として、ハラール対応のレストラン「帆のる ぷれみあ Air HANEDA」を開業するとともに、ム

スリム旅行者を含む幅広い来訪者に向け、ハラール基準を満たした羽田空港オリジナルのバームク

ーヘンを自動販売機で提供しています。 

また、日本のエンターテイメントを羽田空港から世界へ発信する「HANEDA GODZILLA GLOBAL 

PROJECT」を始動し、第３ターミナル３階出発ロビーに大型のゴジラモニュメントを設置するなど日

本文化・観光の発信拠点としての羽田空港ならではの体験価値を提供するとともに、空港外におい

ても「ツーリズム EXPO ジャパン 2025」に他社と共同で出展するなど、羽田空港の PR強化にも努め

てまいりました。 

 

当社が開業より注力しているユニバーサルデザイン（UD）については、学識経験者・障害当事者

である有識者、空港関連事業者、当社職員からなる UD検討委員会を隔年で開催しながら継続的な評

価・検証を図っており、２０２４年度に実施した検証結果に基づき改善に取り組みました。また、

「目には見えにくい障害への対応」をテーマとした検討の一環として、発達障害のある方や初めて

空港を利用する方など、空港利用に不安を感じる方々をサポートするため、「羽田空港体験サポート

ブック 第３ターミナル用」を制作し、羽田空港のホームページにて公開しました。本年のデフリン

ピック開催に合わせた取り組みとして、きこえない・きこえにくい選手や関係者が安心して大会に

臨めるよう、歓迎と感謝の気持ちを込めてお迎えする「デフリンピック ウェルカム宣言」を行い、

セミナー実施や国際手話の教育などを実施しました。 

 

国際線ターミナルにおいては、高品質のサービスやおもてなしを提供し続けるために館内従業員

が CS理念を共有しながら CS活動を継続しております。当事業年度も「羽田空港国際線地区旅客 CS 



- 3 - 

 

連絡会」において、CS 表彰制度の企画・運営、CSセミナー、CSキャンペーンの実施、CS情報誌の

発行等を行い、国際線地区全体で活動を推進しました。また、お客様の声や満足度を起点とした改

善につきましては、月次で社内 CS委員会を開始し、お客様の声の集約・分析・課題抽出を行い、改

善策を検討・実行するとともに、外部調査として顧客満足度調査（調査員によるお客様への対面ヒ

アリング調査）や覆面調査（調査員が館内の店舗等のコミュニケーションスキルを測る調査）など

を定期的に実施し、課題の抽出と改善向上に努めております 

 

このような取り組み・活動を礎に、羽田空港旅客ターミナルは外部評価機関、英国のＳＫＹＴＲ

ＡＸ社が実施する「World Airport Star Rating」にて１２年連続して世界最高水準である「５スタ

ーエアポート」を獲得したほか、２０２６年国際空港評価の総合評価部門「World’s Best Airport」

にて世界第３位に、また「World’s Cleanest Airports」にて世界 1位を１１年連続、通算１３回

目の受賞をするとともに、「World's Best PRM（Persons with Reduced Mobility）/Accessible 

Facilities」においても８年連続で世界 1位を受賞しております。 

 

以上のように、旅客数の増加に加え、様々な施設・サービス向上策を実施するなか、堅実な運営な

らびにコスト意識をもった事業遂行に努めた結果、当事業年度の営業収益は１,００８億４千４百

万円（前年度比３．６％減）、営業利益は２１５億４千７百万円（同３．９％増）、経常利益は１７

５億５千６百万円（同８．３％増）、当期純利益は１８３億３千２百万円（同２９．３％減）となり

ました。 

 

部門別の状況は次のとおりであります。 

 

(施設管理運営部門) 

国際線ターミナルにおける、航空会社用事務室・テナント店舗等の賃貸に伴う家賃収入は、入居

テナントの増加や店舗売上の増加に伴う歩合家賃収入の増加などにより、６４億９千５百万円とな

りました。 

航空旅客から出発・乗り継ぎの際に収受する旅客取扱施設利用料（ＰＳＦＣ）収入は、旅客の増

加により、３１７億２千６百万円となりました。 

また、航空運送事業者等による航空機搭乗橋、手荷物取扱システム等の諸施設・設備利用に伴う

施設利用料収入は、旅客数の回復に加え、増設したカウンター使用料の増加等により８５億２千８

百万円となりました。 

これらの結果、施設管理運営部門の営業収益は、４６７億５千万円となりました。 

 

(直営事業部門) 

物品販売部門においては、旅客数増加の影響に加え、免税ブランドの入替・店舗改装を行った結

果、総合免税店およびブランドブティック等における商品売上は、４６４億９百万円となりました。

飲食部門の売上は、３億５千７百万円、駐車場収入は１７億８千８百万円となりました。 

また、その他の収入については、主に旅客数回復によるラウンジ利用の増加および広告の出稿数

増加により、５５億３千８百万円となりました。 

これらの結果、直営事業部門の営業収益は、５４０億９千４百万円となりました。 
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（２）設備投資の状況 

当事業年度におきましては、総額５５億５千２百万円の設備投資を行いました。その主な内訳と

しては、ターミナル施設維持管理関連工事が４０億５千３百万円、免税エリア店舗改修工事が８億

５千１百万円、チェックインカウンターが２億７百万円であります。 

 

（３）資金調達の状況 

当期における新規の借入はございませんでした。なお、当事業年度末における融資団からの借入

金残高は、６２９億７千３百万円となりました。 

 

（４）対処すべき課題 

当社は東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業（以下、本事業）を担う特別

目的会社として、国との事業契約や業務要求水準書等を遵守し本事業を遂行しております。 

 

当社の事業に大きな影響を与える羽田空港の国際線航空旅客数は、国際線の発着回数が年間 12.9 万

回の国際線発着枠に近づきつつあり、今後の国際線航空旅客数の伸び率は鈍化していくものと見込ま

れる一方で、国は観光先進国に向けて 2030 年に訪日外国人の旅行者数 6,000 万人、旅行消費額 15 兆

円の目標を掲げており、日本の空の玄関口としての羽田空港の重要性はますます高まるものと認識し

ております。なお、足元の中国の日本への渡航自粛や、中東情勢の緊迫化による旅客動向への影響を

注視しております。 

 

当社は、2020 年度から 2022 年度の３事業年度において、新型コロナウイルス感染症による国際線

旅客数の大幅な減少等の影響を大きく受け、コスト削減等に取り組んだものの想定を上回る多額の営

業損失および当期純損失を計上しました。前年の経営成績は過去最高となる利益水準であり、着実に

財務体質は回復に向かっているものの、引き続き財務基盤の強化に取り組むとともに、2010 年 10 月

の供用開始から 15年が経過する第３ターミナルビルの適切な維持管理・更新投資、ならびに旅客動向

の変化にも対応した更なる利便性・快適性の向上策を計画的に実施してまいります。 

また、航空輸送のグランドハンドリングや保安検査をはじめとする空港業務は、生産年齢人口の減

少による人手不足や、今後の航空需要の増大への課題を抱え、省力化・自動化などの DXの取組みが不

可欠とされておりますが、当社においては 2026 年 1月新たに DXの専門部署を設けてその取組みを強

化しており、空港業務の持続的な発展に貢献できるよう努めてまいります。 

空港における保安検査の実施主体に関しては、「空港における旅客の保安検査の実施主体の円滑な

移行に向けた実務者検討会議 中間とりまとめ」が 2025年 6月に公表された後、国は、羽田空港国際

線を先行事例とし、2026年 4月 1 日から保安検査の実施主体が航空会社から空港管理者（国）に移行

しております。当社は羽田空港国際線のターミナルビル事業者として、空港管理者である国からその

業務の一部を受託しております。引き続き、「安全と安心」を全ての基本として事業を遂行してまいり

ます。 

 

当社は、これからも、羽田空港とその国際線旅客ターミナルビルの管理・運営を担う事業者としての

役割と重みを十分に認識し、日常の運営・管理面の継続した努力はもとより、お客様はじめすべてのス

テークホルダーのご意見・ご要望を確実に捉え、コミュニケーションを重ねながら、観光先進国の実

現、及び首都圏空港機能強化に資する国際線ターミナルとして、安全性・利便性・快適性に優れた施

設・サービス提供に努めてまいります。 
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（５）財産及び損益の状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）重要な親会社の状況 

① 親会社の状況 

 当社の親会社は、日本空港ビルデング株式会社であり、当社の普通株式を２,７０６株（出資比

率５１％）所有しております。当社と同社の間では、免税品等商品販売に係る商品の購入取引、

店舗等運営に係る業務受委託ならびに第２旅客ターミナルビル国際線施設の賃貸借の関係があ

ります。 

② 親会社との間の取引に関する事項 

当社と日本空港ビルデング株式会社との間の取引のうち、当期に係る個別注記表において注記

を要するものは、同社からの資金の調達、借入、商品の仕入及び不動産賃借ならびに同社への業

務の委託及び利息の支払があります。 

(ア)当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項 

 当社は、PFI 事業を営む特別目的会社であり、資金の調達、借入、利息の支払い等における

親会社との取引に関しては、国、金融機関、株主との間の契約に従って適切に取引条件を決定

しております。 

 また、ターミナル内店舗にて販売する商品について、日本空港ビルデング株式会社より商品

の仕入を行っておりますが、価格その他の取引条件は市場価格を参考に交渉の上、決定をして

おります。 

 さらに、第２旅客ターミナルビル国際線施設にかかる賃借料について、日本空港ビルデング

株式会社による当該施設への投資額及び既存ターミナル施設にかかる必要改修額に加え、当該

施設の維持管理費用、国有財産使用料等を基に決定しております。 

加えて、業務の委託について、価格その他の取引条件は業務の内容を勘案し、両者が協議し

一般の取引条件等を参考に決定しております。 

(イ)当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての当社の取締役会の判断及びその理由 

 当該取引は、当社の取締役会が社内規程に基づき、親会社から独立して最終的な意思決定を

行っており、当社の利益を害することはないと判断しております。 

(ウ)取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見 

 該当事項はありません。 

区  分 
第１７期 
2022 年度 

第１８期 
2023 年度 

第１９期 
2024 年度 

第２０期 
2025 年度 

営 業 収 益 28,623 百万円 82,304 百万円 104,638 百万円 100,844 百万円 

当期純利益又は当期

純損失（△） 
△16,709 百万円 12,213 百万円 25,937 百万円 18,332 百万円 

１株当たり当期純利 

益又は１株当たり当 

期 純 損 失 （ △ ） 

△3,214,582 円  2,349,609 円  4,989,824 円  3,526,749 円 

純 資 産 △37,370 百万円 △24,469 百万円  2,154 百万円  20,503 百万円 
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（７）主要な事業内容 

   ① 国際線旅客ターミナルビルの管理及び運営 

   ② 航空運送事業者及び空港構内営業者に対する事務室、店舗等の賃貸 

   ③ 国際線旅客ターミナルビルの利用者に対する案内業務、ラウンジ・貸会議室の運営等各種サービス

の提供及び駐車場業 

④ 国際線旅客ターミナルビルの利用者に対する商品の販売 

⑤ 国際線旅客ターミナルビルの利用者に対する飲食、喫茶業 

 

 

（８）使用人の状況 

 

 

 

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員数は（ ）内に外数で記載しております。 

 

 

（９）主要な借入先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用人数 前事業年度末比増減 

６９（５）名 ４名増（増減なし） 

借  入  先 金  額 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 23,013 百万円 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 19,958 百万円 

日 本 空 港 ビ ル デ ン グ 株 式 会 社 8,510 百万円 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 8,162 百万円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,222 百万円 

日 本 航 空 株 式 会 社 3,330 百万円 

AN A ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 3,330 百万円 

国 土 交 通 省 航 空 局 1,629 百万円 

成 田 国 際 空 港 株 式 会 社 1,620 百万円 
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２．株式の状況 

（１）発行済株式の総数   ５,３０６株 

 

（２）株 主 数         １３名 

 

（３）株   主 

株  主  名 持 株 数 

日 本 空 港 ビ ル デ ン グ 株 式 会 社 ２,７０６ 株 

日 本 航 空 株 式 会 社 ８９５ 株 

ＡＮＡホールディングス株式会社  ８９５ 株 

成 田 国 際 空 港 株 式 会 社 １６２ 株 

東京電力エナジーパートナー株式会社 １２６ 株 

セ コ ム 株 式 会 社 １０８ 株 

東 京 瓦 斯 株 式 会 社 １０８ 株 

京 浜 急 行 電 鉄 株 式 会 社 ７２ 株 

東 京 モ ノ レ ー ル 株 式 会 社 ７２ 株 

株 式 会 社 N T T デ ー タ ５４ 株 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 ３６ 株 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ３６ 株 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ３６ 株 

計 ５,３０６ 株 

 

 

（４）その他株式に関する重要な事項 

発行済株式の総数５,３０６株のうち、株式会社日本政策投資銀行の３６株、株式会社みずほ銀

行の３６株及び株式会社三菱ＵＦＪ銀行の３６株は、優先配当条件付の優先株式であります。 
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３．会社役員の状況 

（１）取締役及び監査役の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（注）１．取締役 長﨑桃子氏及び取締役 玉木康彦氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 飛田博氏及び監査役 宇井秀夫氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。 

３．常勤監査役 宮本照雄氏は、日本監査役協会の代表専務理事を歴任し、金融庁企業会計審議会・ 

監査部会委員を務めるなど財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

４．監査役 飛田博氏は弁護士であり、内部統制及びコーポレート・ガバナンスの専門家として、 

 法務に関する相当程度の知見を有しております。 

 

 （２）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 

          

         

 

（注）上記には、２０２５年６月２６日開催の第１９回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名 

（うち社外取締役１名）を含んでおります。 

 

 （３）社外役員の状況 

① 取締役 

長﨑桃子氏及び玉木康彦氏は、毎月開催される取締役会において、経営全般にわたり必要な意

見・質問等の発言を適宜行っております。 

なお、長﨑桃子氏が代表取締役社長を務める東京電力エナジーパートナー株式会社及び玉木康

彦氏が代表取締役副社長を務める成田国際空港株式会社は、当社の株主であります。その他の重

要な取引関係については、事業報告１（９）に記載がある場合はそちらをご参照ください。 

取締役  ７名 １５４百万円 （うち社外 ２名 ５百万円） 

監査役   ３名 ２７百万円 （うち社外 ２名 ８百万円） 

会社における地位 氏  名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 

 

常務取締役 

常務取締役 

常務取締役 

常務取締役 

取締役 

 

取締役 

常勤監査役 

監査役 

監査役 

赤 堀 正 俊 

 

徳 武 大 介 

前 田   淳 

野 村 俊 央 

熊 谷 匡 史 

長 﨑 桃 子 

 

玉 木 康 彦 

宮 本 照 雄 

飛 田   博 

宇 井 秀 夫 

経営全般 

一般社団法人全国空港事業者協会会長 

施設部、DX 推進部、営業部担当 

旅客サービス部、防災保安部担当 

総務部、企画部担当 

財務部、国際業務室担当 

東京電力エナジーパートナー㈱代表取締役社長 

東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 取 締 役 執 行 役 副 社 長  

成田国際空港㈱代表取締役副社長 

 

弁護士法人飛田＆パートナーズ法律事務所 

東京海上日動火災保険㈱常務執行役員 
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② 監査役 

      飛田博氏及び宇井秀夫氏は、毎月開催される取締役会並びに適宜開催される監査役会において、

適法性・適正性等を確保する視点に立った助言、提言を適宜行っております。 

 

４．会計監査人の状況 

（１）会計監査人の名称 

EY 新日本有限責任監査法人 

 

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

      公認会計士法第２条第１項の監査証明業務の報酬  ２１百万円 

      公認会計士法第２条第１項以外の業務の報酬は該当ありません。 

 

（３）会計監査人の報酬等に対して監査役会が同意をした理由 

     当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算

出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について会社法第３９９条第１項の同意を

行っております。 

 

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

     当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監

査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を

報告いたします。 

 

５．会社の体制及び方針 

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、取締役会の決議により「内部統制基本方針」を定 

めており、その概要は、以下の（１）のとおりです。 

 

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他 

業務の適正を確保するための体制 

①  取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（ア）取締役（総務部担当）をコンプライアンス担当役員とし、コンプライアンス体制の整備及び問

題点の把握に努め、総務部にてコンプライアンス体制の維持・向上を図ります。 

（イ）監査部がコンプライアンス体制の運営状況を監査し、その結果は定期的に代表取締役社長及び

監査役会に報告されます。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の業務執行に係る情報については、取締役会規程及び文書管理規程に基づき記録し、保存・

管理し、保存・管理される情報について、取締役及び監査役は常時閲覧可能であります。 
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（ア）コンプライアンス、災害、事業、情報セキュリティ等に係る個々のリスクについては、それぞ

れの主管部署を定め、リスク管理体制を構築いたします｡ 

（イ）監査部が定期的に各部署に対する内部監査を行い、損失の危険の管理について改善すべき点が

あれば指摘し、その結果は代表取締役社長、監査役に報告されます。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（ア）取締役会については取締役会規程を定め、毎月１回これを開催することを原則とし、その他必

要に応じて随時開催して取締役間の意思疎通を図るとともに、法令に従い相互に業務執行の監督

を行います。 

（イ）取締役会で決議すべき重要事項を取締役会規程で定め、事前に社長及び常勤取締役によって構

成される常務会における審議を経て取締役会にて決定いたします。 

（ウ）各組織単位について担当取締役を定め、各組織単位及び使用人が果たすべき職務・権限を明示

する組織規程及び職務権限規程を制定しております。 

⑤ 当社及びその親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（ア）親会社のグループ運営の方針を尊重しつつ、自律的な内部統制システムを整備しております。 

（イ）当社とその親会社との取引については、取引の公平性及び合理性を確保し、適切に行います。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

（ア）代表取締役社長は、監査役会及び監査役が実施する監査を補助するため、監査役会又は監査役

の請求がある場合、業務執行部門から独立した従業員を監査役の職務を補助すべき使用人として

選任しております。 

（イ）監査役会規程の定めるところにより、監査役会の招集事務、議事録の作成、その他監査役会運

営に関する事務は前号により選任された監査役の職務を補助すべき使用人がこれにあたってお

ります。 

⑦ 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（ア）前条に基づき選任された監査役の職務を補助する使用人の異動・評価については、監査役会の

同意を得ることとしております。 

⑧ 監査役を補助するべき使用人に対する監査役による指示の実行性の確保に関する体制 

（ア）監査役の職務を補助すべき使用人は、専ら監査役の指揮命令に従うものとしております。 

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

（ア）法定の事項に加え、当社に重大に影響を及ぼす事項など、取締役又は使用人が監査役会に対し

て適時報告する体制を整えます。 

（イ）監査役会規程の定めるところにより、監査役会は、必要に応じて、会計監査人、取締役、内部

監査部門等の使用人その他の者に対して、報告を求めることができます。 

⑩ 監査役に対して報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制 

（ア）監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益的な取扱いを受けること

を一切禁止しております。 

⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について
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生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

（ア）監査役から、その職務の執行について生じる費用の請求があった場合は、当該費用が適正でな

い場合を除き、これに応じるものとしております。 

⑫ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（ア）監査役は、取締役会に出席し、必要があるときは、意見を述べ、常務会その他の重要な会議に

出席して重要事項の審議ないし報告事項を直接認識できる体制としております。 

（イ）監査役会は、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等につ

いて代表取締役と意見を交換し、併せて必要と判断される要請を行います。 

 

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

     当社の取締役会は、取締役７名（うち社外取締役２名）で構成され、取締役会規程に基づき毎月

１回開催されております。その取締役会には取締役及び監査役が出席して、各取締役から業務執行

状況の報告が行われるとともに、重要事項の審議・決議を行っております。 

     取締役会において社外取締役は、独立した立場から決議に加わるとともに、経営の監視・監督を

行っており、各監査役についても同様に経営の監査を行っております。 

     また、常勤監査役は取締役会のほか、常務会等の社内重要会議に出席するとともに、取締役から

業務執行の状況について直接聴取を行い、業務執行の状況やコンプライアンスに関する問題点を日

常業務レベルで監視する体制を整備しており、経営監視機能の強化及び向上を図っております。 

     さらに、コンプライアンス体制の強化に向けて、２０２５年１０月に総務部にてコンプライアン

ス委員会を設置し、コンプライアンスに係る課題の把握・対応に取り組んでおります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

   （注）本事業報告に記載の金額については、表示単位未満は切り捨てて表示しております。 



（単位：百万円）

金　　額 金　　額

71,838 55,117 

56,774 7,573 

11,467 7,041 

627 ( 7,041)

183 2

1,764 531 

1,018 27,765 

2 3 

11,397 

800 

103,782 99,999 

87,332 21,030 

173,485 78,112 

2,870 ( 57,562)

16,352 ( 20,550)

190 482 

31,308 8 

132 341 

497 8 

△ 137,504 15 

629 

629 155,117 

15,819 20,350 

－ 100 

14,581 26,430 

237 26,430 

1,000 △ 6,179 

△ 6,179 

△ 6,179 

153 

153 

20,503 

175,620 175,620 

貸　　借　　対　　照　　表

 （２０２６年３月３１日現在）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　目 科　　　目

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 1年以内返済長期借入金

商 品 （ 優 先 ロ ー ン ）

貯 蔵 品 リース債務（流動）

未 収 入 金 未 払 金

前 払 費 用 未 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

未 払 利 息

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 株 主 劣 後 社 債

建 物 長 期 借 入 金

構 築 物 （ 優 先 ロ ー ン ）

機 械 装 置 （株主劣後ローン）

車 両 運 搬 具 長 期 預 り 敷 金

器 具 備 品 リース債務（固定）

減 価 償 却 累 計 額

資産除去債務(固定)

無 形 固 定 資 産

そ の 他 固 定 負 債

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

負 債 合 計ソ フ ト ウ ェ ア

退 職 給 付 引 当 金

　純　　資　　産　　の　　部

投 資 そ の 他 の 資 産 株 主 資 本

長 期 前 払 費 用 資 本 金

繰 延 税 金 資 産 資 本 剰 余 金

金 利 ス ワ ッ プ 資 産 資 本 準 備 金

違約金分別管理信託 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ･ 換 算 差 額 等

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
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（単位：百万円）

6,495

40,255

46,409

357

7,327 100,844

18,065 

82,778 

61,231 

21,547 

117

367 485 

4,455 

21 4,476 

17,556 

14 14 

256 

246 502 

17,068 

3 

△ 1,267 △ 1,263 

18,332 当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 撤 去 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

受 取 利 息

雑 収 入 そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

 損　　益　　計　　算　　書

２０２５年　４月  １日から
２０２６年　３月３１日まで

科　　　　　目 金　　　　　　　　額

営 業 外 収 益

営 業 収 益

家 賃 収 入

施 設 利 用 料 収 入

商 品 売 上

飲 食 売 上

そ の 他 の 収 入

売 上 原 価

商 品 売 上 原 価

営 業 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
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（単位：百万円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

100            26,430         26,430         △ 24,511     △ 24,511     2,018          

当 期 純 利 益 －             －             －             18,332         18,332         18,332         

株 主 資 本 以 外 の
項目の当事業年度 中の
変 動 額 （ 純 額 ）

－             －             －             －             －             －             

－             －             －             18,332         18,332         18,332         

100            26,430         26,430         △ 6,179      △ 6,179      20,350         

評価・換算差額等

136            136            2,154          

当 期 純 利 益 －             －             18,332         

株 主 資 本 以 外 の
項目の当事業年度 中の
変 動 額 （ 純 額 ）

17             17             17             

17             17             18,349         

153            153            20,503         

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０２５年　４月  １日から

２０２６年　３月３１日まで

資本金
株主資本
合    計資  本

準備金

資  本
剰余金
合  計

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

当事業年度中の変動額合計

当 期 末 残 高

利  益
剰余金
合  計

当 期 首 残 高

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

当事業年度中の変動額合計

純資産
合  計繰  延

ヘッジ
損  益

評  価・
換算差額
等 合 計

－ 14 －
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個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

   （1）デリバティブ      時価法を採用しております。 

  （2）棚 卸 資 産        売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

                 簿価切下げの方法により算定）によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

  （1）有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 

  （2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用 

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

（3）リ ー ス 資 産      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金       債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

              なお、当事業年度において、貸倒実績及び貸倒懸念債権等の回収不能見

込額がないため貸倒引当金は計上しておりません。 

  （2）退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務 

                及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

                退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末 

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま 

す。 

 

４．借入金利息等の固定資産取得原価算入 

旅客ターミナルビル等の建設期間中の借入金利息及び借入付随費用等については、取得原価 

に算入（当事業年度末累計額 4,517 百万円）することとし、固定資産計上しております。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法    繰延ヘッジ処理を採用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象   

・ヘッ ジ 手段     デリバティブ取引（金利スワップ取引） 

・ヘッ ジ 対象     変動金利による借入金 

（3）ヘッジ方針      将来の金利の変動によるリスクを回避する目的で行っており､投機 

的な取引を行わない方針であります。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の相場変動の累計額とヘッジ対象の相場変動の累計額とを

比較して有効性の評価を行っております。 

 

 （「LIBOR を参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」を適用しているヘッジ関係） 
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上記のヘッジ関係のうち、「LIBOR を参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」 

（実務対応報告 第 40 号 2022 年 3 月 17 日）の適用範囲に含まれるヘッジ関係のすべてに、 

当該実務対応報告に定められる特例的な取扱いを適用しています。 

 

６．収益及び費用の計上基準 

当社は、施設管理運営部門、直営事業部門の２つの事業を展開しております。それぞれの事業 

における主な履行義務の内容、及び企業が当該履行義務を充足する通常の時点等については、 

以下のとおりです。  

 なお、消化仕入及び業務委託店舗に係る収益等について、顧客への財又はサービスの提供に 

おける当社の役割が代理人に該当する取引は顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除 

した純額で収益を認識しております。 

 

（1）施設管理運営部門 

施設管理運営部門は、主に国際線旅客ターミナルにおける航空会社用事務室・テナント店 

舗等への賃貸、旅客取扱業務、航空運送事業者等への施設貸与等の事業を行っております。 

家賃収入は、主に事務室家賃収入や店舗家賃収入で構成されており、「リース取引に関す 

る会計基準」(企業会計基準第 13 号 2007 年 3 月 30 日)等に基づき、収益を計上しております。 

旅客取扱施設利用料収入は、「東京国際空港ターミナル旅客取扱施設利用料に関する約款」 

に基づき旅客から徴収するものであり、当社は当該収入を旅客共通の利用に供する施設に係 

る費用に充当し、旅客ターミナルの適切な管理運営を行う義務を負っております。当該履行 

義務は航空運送事業者が提供する旅客の航空輸送役務の完了をもって充足されるものであり、 

旅客の航空輸送役務の完了した時点において収益を認識しております。 

施設利用料収入は、主に航空機搭乗橋、手荷物取扱システム、ビジネスジェット専用ゲー 

ト等の諸施設・設備利用に伴うサービス提供を行う義務があり、履行義務が一時点で充足さ 

れる場合にはサービス提供完了時点において、一定期間にわたり充足される場合にはサービ 

ス提供期間にわたり収益を認識しております。 

（2）直営事業部門 

直営事業部門では主に物販店舗・飲食店舗の運営を行っております。 

物販収入については、物品を顧客に引き渡すことで履行義務が充足されると判断しており、 

当該物品の引渡時点において収益を認識しております。 

飲食収入については、顧客に飲食サービスを提供することで履行義務が充足されると判断 

しており、顧客に飲食サービスを提供した時点において収益を認識しております。 

 

Ⅱ．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

   収益を理解するための基礎となる情報は「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ６．収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
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Ⅲ．会計上の見積りに関する注記 

1． 繰延税金資産の回収可能性 

（1）当年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産（純額）          14,581 百万円 

繰延税金負債と相殺前の金額は 14,737 百万円となっております。 

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報 

① 算出方法 

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングに基

づき、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に従い、会社分類の検討を行い、繰延

税金資産の回収可能性を判断しています。課税所得の見積りは事業計画を基礎としています。

当社の事業の根幹は、旅客ターミナルにおける事務室等の賃貸や航空旅客に対する物品の販

売、飲食や旅行サービスの提供になります。そのため、主要賃貸先の航空会社や主要顧客であ

る航空旅客への依存度が高いことから、当該事業計画は、国際線旅客数や商品売上高の免税単

価をもとに将来の収益等を予測して算定しております。 

② 主要な仮定 

課税所得の見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、国際線旅客数及び売上規模

の大きい商品売上高の免税単価になります。国際線旅客数は直近のフライトの実績及び航空

会社が公表する今後のスケジュール等を基に国際線旅客数の見積りを行っており、また、商品

売上高の免税単価は当期における実績をもとに見積りを行っております。 

③ 翌年度の計算書類に与える影響 

主要な仮定である国際線旅客数の見込みは、見積りの不確実性が高く、国際線旅客数及び商品

売上高の免税単価の変動によって課税所得の見積り額が変動することから、繰延税金資産の

見積り額に重要な影響を与えるリスクがあります。そのため、事業計画の前提となっている国

際線旅客数が変動した場合及び商品売上高の免税単価が変動した場合は、繰延税金資産が変

動する可能性があります。 

 

Ⅳ．貸借対照表に関する注記 

１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 

２．担保資産 

担保に供している資産 普 通 預 金    56,565 百万円 

売  掛  金          103 百万円 

建 物      69,432 百万円 

構 築 物       634 百万円 

機 械 装 置          668 百万円 

違約金分別管理信託        1,000 百万円 

上記に対応する債務     １年以内返済長期借入金        7,041 百万円 

長期 借 入 金       55,932 百万円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額                        137,504 百万円 
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４．関係会社に対する金銭債権債務 

関係会社に対する金銭債権     売 掛 金         7,746 百万円 

未 収 入 金          3 百万円 

関係会社に対する金銭債務      買 掛 金         7,573 百万円 

未 払 費 用    27,154 百万円 

預 り 金    2 百万円 

未 払 利 息      9,448 百万円 

株主劣後社債         18,890 百万円 

長期 借 入金        15,170 百万円 

長期預り敷金           276 百万円 

 

Ⅴ．損益計算書に関する注記 

１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 

２．関係会社との取引高            営 業 取 引      115,720 百万円 

                     営 業 外取 引         1,475 百万円 

 

 

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 

２．当事業年度末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式           5,198 株 

優先株式            108 株 
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Ⅶ．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    （繰延税金資産） 

繰越欠損金 

減価償却費損金超過額 

資産除去債務 

未払固定資産税等否認額 

未払事業所税否認額 

過年度売掛金修正 

その他 

14,217 百万円 

362 百万円 

121 百万円 

96 百万円 

29 百万円 

26 百万円 

44 百万円 

繰延税金資産 小計 14,897 百万円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 

－百万円 

△159 百万円 

評価性引当額小計 △159 百万円 

繰延税金資産 合計 14,737 百万円 

 

    （繰延税金負債） 

金利スワップ資産 

資産除去債務相当資産 

84 百万円 

71 百万円 

その他 －百万円 

繰延税金負債 合計 155 百万円 

差引：繰延税金資産純額 14,581 百万円 

 

(注)税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

                           （単位：百万円） 

 １年以内 １年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 

５年超 合計 

税務上の繰越

欠損金(※) 

－ － － － 7,965  6,252 14,217 

評価性引当額 － － － － － － － 

繰延税金資産 － － － － 7,965 6,252 14,217 

 ※税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 

（調整） 

永久に損金に算入されない項目 

評価性引当額 

税率変更による期末繰延税金資産の修正 

その他 

34.59% 

 

0.04% 

△40.99% 

△0.18% 

△0.87% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △7.40% 

 

 

Ⅷ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等の金融機関及び株主からの借入 

並びに株主向け発行の社債により資金を調達しております。 

借入金及び社債によって調達しました資金の使途は、主として設備投資資金であり、一部の 

借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施してお 

ります。 

デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスク回避を目的とする金利スワップ取引に限定して 

行っております。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

区      分 貸借対照表計上額 

(*1) 

時  価 

(*1) 

差 額 

(1) 株主劣後社債 (21,030) (16,976) △4,053 

(2) 長期借入金 
(*2*3) 

(83,523) (79,392)  
 

△4,131 

(3) デリバティブ取引 237 237 － 

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（*2）現金および預金、売掛金、買掛金については短期間で決済されるため、時価が帳簿価額にほぼ 

等しいことから、記載を省略しております。 

（*3）長期借入金については、１年以内返済長期借入金 7,041 百万円を含んでおります。 

（*4）貸借対照表の長期借入金(1 年以内返済長期借入金を含む。）に計上しているもののうち、 

無利子借入金は、特定の法律に基づいて、当社に対し、航空需要の回復・拡大への対応に 

係る整備を行うために国が財政支援を行うものであるため、金融商品の時価開示の対象外 

とし、上記の表から除外しております。 
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(注)金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

によっております。 

  （2）株主劣後社債 

株主劣後社債の時価については、元利金の合計額について新規発行を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（3）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（4）デリバティブ取引 

・ヘッジ会計が適用されていないもの ：該当するものはありません。 

・ヘッジ会計が適用されているもの ：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又 

は契約において定められた元本相当額は、次のと 

おりであります。 

                       （単位：百万円） 

ﾍｯｼﾞ会計 

の方法 

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ 

取引の種類 

主なﾍｯｼﾞ 

対象 
契約額等 時 価 

当該時価の 

算定方法 

原則的 
処理方法 

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引 
 支払固定･ 
受取変動 

長期借入金       18,622   237 取引先金融機関 

から提示された 

価格等による 

 

 

Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都大田区羽田空港において、賃貸用オフィスや賃貸用商業施設を含む旅客 

ターミナルビル及び時間貸し立体駐車場を所有しております。 

２. 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

(単位：百万円) 

賃貸等不動産として使用 

される部分を含む不動産 

貸借対照表計上額 時    価 

70,564 216,280 

(注)1.当該金額には、自社使用の事務室等を含みます。 

2.当事業年度末の時価は、重要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額をもって時価としております。 
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Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記 

１.法人主要株主等 

 

種 類 会社等の名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 

親会社 
日本空港 

ﾋﾞﾙﾃﾞﾝｸﾞ㈱ 

51.00％ 

直接 

商品の仕

入、店舗

等運営委

託、資金

借入およ

び不動産

賃借 

資金の調達 
    （注１） 

資金の借入 

    （注２） 

業務の委託 

    （注３） 

商品の仕入 

(注４） 

支 払 利 息 

不動産賃借料 

(注７） 

- 
   

- 

   

 24,524   

 

79,732 

 

1,475 

11,463 

 

株主劣後社債 

 

長期借入金 

 

未 払 費 用 

 

買 掛 金 

未 払 利 息 

8,520 

 

8,510 

 

27,154 

 

7,573 

5,036 

主要 

株主 
日本航空㈱ 

16.87％ 

直接 
資金借入 

資金の調達 
     （注１） 

資金の借入 

     （注２） 

支 払 利 息 

- 

- 

410 

株主劣後社債 
 

長期借入金 

 

未 払 利 息 

5,185 
 

3,330 

 

2,205 

主要 

株主 

ANA 

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 

16.87％ 

直接 
資金借入 

資金の調達 
     （注１） 

資金の借入 

     （注２） 

支 払 利 息     

- 

- 

410 

株主劣後社債 
 

長期借入金 

 

未 払 利 息 

5,185 
 

3,330 

 

2,205 

役員 

長﨑 桃子 

当社取締役 

東京電力ｴﾅ

ｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱ 

代表取締役 

社長 

－ 資金借入 

資金の借入 

     （注２） 

     （注５） 

支 払 利 息 

- 

 

 

77 

長期借入金 

 

 

未 払 利 息 

1,610 

 

 

417 

役員 

玉木 康彦 

当社取締役 

成田国際空港

株式会社 

代表取締役 

副社長 

－ 資金借入 

資金の調達 

（注１）（注６） 

資金の借入 

(注２)（注６） 

支 払 利 息 

- 

 

 

99 

株主劣後社債 
 

長期借入金 

 

未 払 利 息 

450 
 

1,620 

 

535 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 調達条件は、2012 年 2 月 23 日付取締役会における承認の後､2012 年 3 月 30 日付で当社と上記

3 社を含む株主 6 社間で締結した「株主劣後社債に関する合意書」（当社設立時に株主間におい

て合意された「株主間契約書」の借入条件等に基づき作成）によっております。 

     なお、元本償還については、融資団との「限度貸付契約変更契約」に基づき、融資団からの

優先ローンよりも債務弁済順位が劣後する契約となっております。 
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(注２) 借入条件は、2008 年 3 月 18 日付取締役会における承認の後､2008 年 3 月 27 日付で当社と上記

3 社を含む株主 9 社間で締結した「株主劣後貸出契約書」（当社設立時に株主間において合意さ

れた「株主間契約書」の借入条件等に基づき作成）によっております。 

     なお、元本返済については、融資団との「限度貸付契約変更契約」に基づき、融資団からの

優先ローンよりも債務弁済順位が劣後する契約となっております。 

(注３) 業務の委託につきましては、価格その他の取引条件は業務の内容を勘案し、両社が協議の 

上、決定しております。 

(注４) 商品の仕入につきましては、価格その他の取引条件は市場価格を参考に交渉の上、決定し 

ております。 

(注５) 当社取締役 長﨑桃子氏が東京電力エナジーパートナー株式会社の代表者として行なった 

第三者のための取引であります。 

(注６) 当社取締役 玉木康彦氏が成田国際空港株式会社の代表者として行なった第三者のための取 

引であります。 

(注７) 第 2 ターミナル国際線施設にかかる賃借料については、日本空港ビルデング㈱による当該 

施設への投資額および既存ターミナル施設にかかる必要改修額に加え、当該施設の維持管 

理費用、国有財産使用料等を基に設定され、国との当該施設に係る協定書に基づく報告を 

当社より国へ行い、承認を受けております。なお支払いについては、当社支援のため 

2021 年 4 月～2023 年 4 月分及び 2023 年 9 月分において支払いの猶予を受けております。 

(注８) 議決権等の所有(被所有)割合は、小数点第２位未満を四捨五入して表示しております。 

 

 

 

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額         3,690,063 円 10 銭 

２．１株当たり当期純利益              3,526,749 円 39 銭 

 

 

Ⅻ． 重要な後発事象に関する事項 

該当事項はありません。 
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１．会社役員の他の会社の業務執行者との兼務状況の明細 
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東京国際空港ターミナル株式会社 
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１． 有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（単位：百万円） 

区

分 

資 産 の 期 首     当 期     当 期     当 期     期 末     減価償却 期  末 

種   類 帳簿価額 増 加 額     減 少 額     償 却 額     帳簿価額 累 計 額     取得原価 

有 

形 

固 

定 

資 

産 

建 物      78,495 2,138 3 7,003 73,627 99,858 173,485 

構 築 物 744 － － 109 634 2,235 2,870 

機 械 装 置 7,647 606 256 1,010 6,987 9,365 16,352 

車両運搬具 2 － 0 1 1 188 190 

器 具 備 品      4,158 2,522 8 1,099 5,572 25,735 31,308 

リース資産 5 9 － 3 11 121 132 

( 小 計 ) (91,053) (5,276) (268) (9,226) (86,834) (137,504) (224,339)

建設仮勘定 495 497 495 － 497 － 497 

計 91,549 5,773 763 9,226 87,332 137,504 224,837 

固
定
資
産

 

無 
 

形 

ソフトウェア      626 276 － 272 629 － 629 

(注) 当期増加額の主なものにつきましては、ターミナル施設維持管理関連工事が４０億５千３百万円、免税

エリア店舗改修工事が８億５千１百万円、チェックインカウンタ―が２億７百万円であります。 

 

２．引当金の明細 

                                    （単位：百万円）
 

区 分      期首残高 当期増加額 
当 期 減 少 額       

期 末 残 高      
目的使用 その他 

退職給付引当金 △7 16 0 - 8 

(注1) 引当金の計上理由及び額の算定方法については、I.重要な会計方針に係る事項に関する注記

３.に記載しております。 

(注2) 退職給付引当金の残高については、期首において前払年金費用を計上していたため、マイナス

残高を計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－２－ 
 

 

３．販売費及び一般管理費の明細 

                                                （単位：百万円） 

科 目         金 額      摘   要          

役 員 報 酬            182  

従 業 員 給 与            604  

退 職 給 付 費 用 16  

法 定 福 利 費            10  

福 利 厚 生 費            4  

旅 費 交 通 費            32  

消 耗 品 費            13  

備 品 費            96  

水 道 光 熱 費            1,058  

通 信 費            102  

保 険 料            634  

修 繕 費            123  

賃 借 料            16,703  

会 議 費            5  

交 際 費            14  

租 税 公 課            1,167  

寄    付    金 6  

広  告  宣  伝  費 277  

清 掃 費            20  

支  払  手  数  料 1,828  

人  材  派  遣  費 21  

教  育  研  修  費 2  

業 務 委 託 費            28,670  

雑 費            132  

減 価 償 却 費            9,499  

計 61,231  

 


